
大石田町農業集落排水事業経営戦略

令 和 ８ 年 ３ 月

大石田町産業振興課



令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,348 円 1,940 円

3,348 円 1,860 円

3,348 円 1,700 円

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

大石田町農業集落排水事業経営戦略

S61：1施設（39年）、H5：1施設（32
年）、H8:1施設（30年）、H9：1施設
（29年）、H14：1施設（24年）、H20：1
施設（18年）

大石田町

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　1,612人（R7.3.31現在）

　6処理場

無

処 理 区 数 　6処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　該当ありません。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金：1世帯につき1,300円/月
世帯員割料金：世帯員1人につき600円/月（同居世帯員4人まで）
　　　　　　　　　 世帯員1人につき300円/月（同居世帯員5人目から）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

水道使用量から1人当たりの水道使用量（統計値）を用いて世帯員人数を算定し、料金を設定している。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

学校・保育所等：1施設につき15,000円/月
地区集会所等：1施設につき2,000円/月



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当ありません。

　該当ありません。

 イ　指定管理者制度

〇農業集落排水処理施設維持管理業務委託

民 間 活 用 の 状 況

　　別紙のとおり

職 員 数
　２名
　※他業務と兼務、農業集落排水事業会計所属の職員はいない。

　大石田町産業振興課農林グループ農村整備担当

　該当ありません。

　該当ありません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　
　当町の農業集落排水事業における主な収入は、使用料収入と一般会計繰入金となっています。
　使用料収入については、人口減少により減収は避けられないものと想定されます。また、今後管路を含めた施設設備の改修費の増加も見
込まれることから、収支状況の悪化が懸念されます。
　そのため、接続率の低い地区での接続推進の取り組みを継続しながら、維持管理経費のさらなる見直し等の効率的な経営を進めていきま
す。使用料収入の不足する部分についてはこれまで同様、一般会計繰入金を充当していきます。国庫補助金や企業債を活用し、一般会計
繰入金の抑制を図ります。
　なお、経費回収率の改善については、預金残高の状況を踏まえながら、使用料の見直しについても検討していきます。

　物件費等については、近年の物価動向の影響が懸念されますが、本計画では大きな変動は見込まず、当面は現状の水準を基本として水
位するものと想定しています。

　
　平成20年で町内6処理施設の整備が完了しており、現在は施設設備の維持管理に伴う修繕工事等が主な内容となっています。しかしなが
ら、既に整備から35年以上経過している施設もあり、施設全体の改修が必要な時期となっています。
　そのため、令和元年度に６処理施設の機能診断を実施し、長寿命化計画を含む大石田町農業集落排水施設最適整備構想を策定してい
ます。施設の更新等についても見直しを行い、将来的に投資財政計画にも盛り込む予定です。
　また、今後策定予定の維持管理適正化計画に基づき、計画的な施設の修繕を実施し、維持管理費の平準化に努めます。
　今後の施設更新に伴い企業債の発行額は増加します。そのため、元利償還金の財源確保についても引き続き検討していきます。

〇大石田町では、平成２０年度で町内６地区の処理施設の整備が完了し、新たな農業集落排水処理施設の整備は予定していません。

〇処理区域内人口は、年々減少しており、使用料の大幅な増加は見込めないことから、加入率の向上に引き続き取り組むとともに、今後の
経営状況を踏まえ、必要に応じて使用料の見直しについても検討していきます。

〇令和６年度から地方公営企業法を適用したことにより、企業会計による経営状況の把握を行い、より一層の経営の効率化及び健全化に努
めて行きます。

〇農業集落排水処理施設の長寿命化を図る予防保全対策を計画的に実施するため、今後策定予定の維持管理適正化計画に基づき、計
画的な施設の改築・修繕を実施し、維持管理費の平準化に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
特にありません。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

〇進捗管理（モニタリング）を行いながら、見直し（ローリング）を５年ごとに行っていくことを基本とし
ます。
〇令和６年度から地方公営企業法を適用したことを踏まえ、企業会計による経営状況の把握を行
いながら、必要に応じて経営戦略の見直しを行います。

職員給与費に関する事項 特にありません。

動力費に関する事項 現状の水準維持で計画しています。

修繕費に関する事項
今後、施設設備の突発な故障を防ぐため予防修繕を計画的に行い、施設設備の延命化
を図りますが、老朽化による突発的な修繕が近年多く、予防修繕とともに維持管理の平
準化を図ります。

委託費に関する事項 現状の水準維持で計画しています。

その他の取組 特にありません。

薬品費に関する事項 特にありません。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 特にありません。

特にありません。

使用料の改定については、農業集落排水事業の安定的な運営を図るため、将来的な経
営状況や施設の更新費用等の増加を踏まえ、適正な使用料水準について検討を進めて
行く必要があります。このため、今後の収支状況等を見極めながら、使用料の見直しにつ
いても検討していきます。

使用料の見直しに関する事項

特にありません。

特にありません。

最適整備構想及び維持管理適正化計画に基づき、投資計画の平準化を図ります。

最適整備構想及び維持管理適正化計画に基づく処理施設の老朽化に伴う更新を踏ま
えながら、施設の統廃合の可能性について研究していきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



経営比較分析表（令和6年度決算）
山形県　大石田町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
79.54 75.17 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F1 自治体職員

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

5,979

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①②経常収支比率は類似団体平均を上回り、日常的
な収支運営は安定しています。累積欠損金は発生し
ておらず、財務基盤は比較的良好です。しかし、一
般会計繰入金によって支えられている面が大きく、
一般会計繰入金を前提として事業運営が成り立って
いる状況にあります。
③流動比率は類似団体平均及び全国平均を大幅に上
回り、短期的な支払余力は高い水準にあります。資
金繰りの安定性が確保されています。
④0％と類似団体・全国平均の双方と比較して低い
値となっています。将来の企業債償還負担が抑制さ
れています。
⑤類似団体平均を下回っており、事業収入と経費の
バランスに課題が残っています。汚水処理の効率化
や、使用料体系の検討を進めていきます。
⑥⑦汚水処理原価は類似団体より低い一方で、施設
利用率は平均を上回る水準にあります。効率的な運
転管理により費用抑制と設備の有効活用が両立して
おり、今後も効率的な設備の運用をしています。
⑧水洗化率も高い水準で、普及状況は良好です。今
後は、事業を取り巻く環境や利用状況の動向を踏ま
えつつ、必要に応じた適切な維持管理のあり方につ
いて検討していきます。

資金不足比率(％)

- 88.35 27.38 100.00 3,410

自己資本構成比率(％)

1,612 1.58 1,020.25 【】 令和6年度全国平均

①事業開始からの年数経過により施設の老朽化が進
んでいます。更新需要の顕在化を見据え、長期更新
計画の前倒しや平準化、財源計画との一体化を推進
します。（※法適用移行時の資産評価方法の違いに
より、類似団体平均に比して高い値となっていま
す。）
②管渠老朽化率は0％で、現時点の指標上は老朽化
の進行は大きくありません。ただし、指標値につい
ては算定方法や把握状況により一定の影響を受ける
可能性があることから、今後も状況の把握に努めて
いきます。
③管渠改善率は0%で、長期的な更新需要に対する進
捗は十分とはいえません。重要区間の健全度診断に
基づく優先度付けにより、計画的な改善・更新の実
施を検討します。

2. 老朽化の状況

全体総括

当町の農業集落排水事業は、経常収支比率や累積欠
損金比率は比較的良好な水準にあり、一定の財務的
安定性が保たれているように見受けられます。流動
比率や企業債残高対事業規模比率についても、類
似・全国平均と比較して概ね良好な水準にありま
す。しかし、これらの指標上の安定性は、一般会計
繰入金によって維持されているのが実情です。その
ため、経費回収率は依然として課題が残り、使用料
等の自主財源のみで事業費を賄う構造には至ってい
ません。
今後は、施設の老朽化に伴う更新需要の増加を見据
え、長期的な視点に立った更新計画の検討を進める
とともに、事業の持続性を確保するための財源のあ
り方や運営手法について、総合的に検討していく必
要があります。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.30】 【102.74】 【47.19】 【798.10】

【87.80】【49.92】【286.33】【54.51】

【28.46】 【0.03】 【0.02】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 6年度 7年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 22,215 18,984 20,583 20,170 19,767 19,372 18,985 18,605 18,233 17,868 17,511 17,161
(1) 19,076 18,984 20,582 20,170 19,767 19,372 18,985 18,605 18,233 17,868 17,511 17,161
(2) (B)
(3) 3,138 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 46,347 40,059 37,056 78,897 78,496 79,417 79,469 80,528 80,156 81,198 81,272 80,652
(1) 46,323 40,000 37,036 78,897 78,496 79,417 79,469 80,528 80,156 81,198 81,272 80,652

46,323 40,000 37,036 78,897 78,496 79,417 79,469 80,528 80,156 81,198 81,272 80,652

(2) 31,582 31,507 30,768 30,676 29,180 30,246 30,235 30,173 29,788 29,703 29,619 28,423
(3) 24 59 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 68,562 59,043 57,639 99,067 98,263 98,789 98,454 99,133 98,389 99,066 98,783 97,813
１． 84,202 92,310 91,205 93,742 93,185 94,015 93,997 94,934 94,433 95,330 95,246 94,462
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 35,871 44,103 44,202 46,850 46,850 47,850 47,850 48,850 48,850 49,850 49,850 50,850
7,567 8,007 8,690 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000
6,924 950 950 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850

21,380 35,146 34,562 35,000 35,000 36,000 36,000 37,000 37,000 38,000 38,000 39,000
(3) 48,331 48,207 47,003 46,892 46,335 46,165 46,147 46,084 45,583 45,480 45,396 43,612

２． 5,053 5,238 2,456 5,325 5,078 4,774 4,457 4,199 3,956 3,736 3,537 3,351
(1) 3,100 2,468 1,956 2,825 2,578 2,274 1,957 1,699 1,456 1,236 1,037 851
(2) 1,953 2,770 500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

(D) 89,255 97,548 93,661 99,067 98,263 98,789 98,454 99,133 98,389 99,066 98,783 97,813
(E) △ 20,693 △ 38,505 △ 36,022 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F) 252 0 562 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 1,108 1,100 412 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
(H) △ 856 △ 1,100 150 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000

△ 21,549 △ 39,605 △ 35,872 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000
(I)
(J) 43,784 29,925 32,585 31,770 30,976 30,202 29,447 28,711 27,993 27,293 26,611 25,946

(K) 31,338 27,531 21,450 27,482 18,931 19,116 15,416 14,428 11,001 9,420 8,179 6,411
29,093 26,281 20,250 26,282 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

1,107 1,250 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 22,215 18,984 20,583 20,170 19,767 19,372 18,985 18,605 18,233 17,868 17,511 17,161

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

8年度

営 業 収 益

9年度 14年度 15年度 16年度 17年度10年度 11年度 12年度 13年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 6年度 7年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 4,400 30,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．

３． 29,093 17,381 20,250 2,622 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

４． 0 4,500 35,100 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 29,093 26,281 86,250 2,622 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

(B)

(C) 29,093 26,281 86,250 2,622 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

１． 0 0 66,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 29,093 26,281 20,250 26,282 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

３．

４．

５．

(D) 29,093 26,281 86,250 26,282 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

(E) 0 0 0 23,660 0 0 0 0 0 0 0 0

１． 16,749 16,700 8,639 16,216 17,115 15,919 15,912 15,911 15,795 15,777 15,777 15,189

２． 0 0 10,038 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４．

(F) 16,749 16,700 18,677 16,216 17,115 15,919 15,912 15,911 15,795 15,777 15,777 15,189

△ 16,749 △ 16,700 △ 18,677 7,444 △ 17,115 △ 15,919 △ 15,912 △ 15,911 △ 15,795 △ 15,777 △ 15,777 △ 15,189

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 6年度 7年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

49,461 78,141 37,036 78,897 78,496 79,417 79,469 80,528 80,156 81,198 81,272 80,652

0 4,900 3,667 0 0 0 0 0 0 0 0 0

49,461 73,241 33,369 78,897 78,496 79,417 79,469 80,528 80,156 81,198 81,272 80,652

29,093 21,881 55,350 2,622 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

29,093 21,881 55,350 2,622 17,731 17,916 14,216 13,228 9,801 8,220 6,979 5,211

78,554 100,022 92,386 81,519 96,227 97,333 93,685 93,756 89,957 89,418 88,251 85,863

17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度

計

そ の 他

14年度 15年度 16年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

16年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

1年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度9年度8年度


